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今度の選挙は合併後２回目の選挙ですが、私が議員としてやってきたことがどうだったのか、本当の意味でみなさんから評価を受ける合併後初めての選挙だと思っています。
今期は先輩議員のご配慮で、「予算特別委員会」の委員長を務めることもできました。議事運営や議論をまとめるという経験を通して、自己主張するだけでなく、他人を説得できるような議会活動をしなければ、政策は実現しないことを改めて学びました。私が議員になりたてのころ、「執行部の提案に盲目的に賛成する議員、逆に反対するだけの議員、自分の言いたいことだけ言って自己満足してしまうような議員にはなりたくない。少しでも具体的な政策を実現できる議員になりたい」と自分で言っていたことを思い出しました。
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さて、財部誠一氏（経済ジャーナリスト）のサイトにある「日本の借金時計」をみると、地方を含めた日本の借金は８４０兆円を超し、刻々と増え続けているのがわかります。そんな状態ですから、今以上の国からの交付金や補助金を望めるわけがありません。むしろ減らされてしまう可能性があります。そういう国政の限界を克服するために、「地方分権」や「地域主権」が言われるようになっているのではないでしょうか。国で決める、県で決めるということではなく、これからは住民にいちばん身近な市町村で、住民自身が決めるという時代になっています。
国や県から下りてくるお金も、使い道が決められた交付金・補助金から「一括交付金」という使い道を市町村で決める制度が導入されようとしています。笠間市も自分たちで行政運営ができるように自立した自治体になっていかなければなりません。そのためには、市役所の行政能力向上と、市役所だけでものごとを考えるのではなく、住民がまちづくりに参加でき、住民とともに考え、運営していくシステムを構築していかなければなりません。それには、行政と議会、行政と市民、議会と市民の間に信頼関係が築かれていなければなりません。
笠間市議会も、陳情・要望の議会ではなく、執行部と対等に政策論争ができる議会、市民に積極的に情報を公開する議会にしていくことが必要です。私は、この11年間の議員活動で培ってきた経験や知識、そして持ち前の「政策と行動力」で、もっと議会を活性化させるためにがんばります。そして「政策提言から実現へ」を合言葉にManifesto『５つのまちづくり』の実現に向け、全力で奮闘してまいります。
この４年間で実現した１１の政策に関して、どのように議会で取り上げてきたのかまとめてみました。ご一読いただき、私「石松としお」へさらなるご支援をいただければ幸いです。

２０１０年１０月

笠間市議会議員　　石松　としお
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ファミリーサポートセンター事業の実現
２００６年６月定例会　ニュースレター№26

子育てサポート事業の利用拡大で「ファミリーサポー卜センター」を実現しよう

道路運送法第80条第1項の規定によって、有償運送（お金をとって運送すること）は営業用自動車（緑ナンバー）で行うとなっており、自家用自動車(白ナンバー)で行うことは禁止されています。しかし平成16年3月に国土交通省自動車交通局長から通知が出され、NPOやボランティアなどによる福祉有償運送については、市が運営協議会を設け必要が認められた場合には国が許可することになりました。笠間市では、笠間・友部・岩間の社会福祉協議会で行っているリフト車(福祉専用車両)による通院などの介助サービスの福祉有償運送が、運営協議会を通じて国から許可を受け継続されています。また旧友部町では、「パル・ともべ」(互助型在宅福祉サービス)でリフト車以外(普通車両)による有償運送が行われていましたが、旧友部町がセダン特区(構造改革特区)を申請していたので、その認定を受けて現在もリフト車以外での事業が継続されています。

このように高齢者や障がい者はこれまで通り有償運送を利用できているのですが、笠間社協と「パル・ともべ」で行われていた保育施設までの送迎など、乳幼児や学童を対象にした有償運送ができなくなっています。そこでそのことに対する対応策を市としてどう考えているのか質問したところ、「苦慮している」という答弁だけでしたので、私は「この問題を解決するには、ファミリーサポートセンタ一事業を立ち上げるしかないのではないか」と再質問しました。
ファミリーサポートセンターとは、急な残業などで一時的に育児や介護のサポートを受けたいというニーズに対応するために、保育所までの送迎などの補助的な世話を行う会員制の組織のこと。設立できるのは、原則として人口5万人以上の市町村又は公益法人(市町村はセンターの行う事業を公益法人等に委託することができる)。事業費の2分の１が国から補助される。県内では、日立、つくば、鹿嶋など10市で実施されている。

福祉事務所長:旧笠間市、旧友部町でファミリーサポートセンターと同じような形で子育てサポート事業を実施している(旧笠間市→協力会員約30名・利用者約20名。旧友部町→協力会員約60名・利用会員約40名)。今後も会員のみなさまの一層のご協力をいただきながら、安心して子どもたちを生み育てられる環境を実現していきたい。送迎の関係は、県の方にも問い合わせたが「交通機関を利用するなり個人の自家用車を使わない方法で、やっていただくように指導をしている」ということだった。市の方でも苦慮しているところで、今後よりよい方策があればさらに検討していきたい。

石松:結論的にいうと乳幼児や学童を対象にした有償運送は、白ナンバーの車ではなく緑ナンバーを使うしかないということではないか。県外でタクシー会社とのコラボレーションの事業として「子育てタクシー」というのをやっているところがある。市がファミリーサポートセンター事業を起こせば、民間タクシー業者とコラボレートしてそういう事業を実施できるのではないか。合併して8万2千の人口になったのだから、この事業を起こすこと自体が合併のスケールメリットではないのか。これまでの子育てサポート事業の充実ではなくて、ファミリーサポートセンタ一事業を起こす方向性を持っていただきたい。

福祉事務所長:ファミリーサポートセンタ一事業については、一つの目安として100人以上ということなので、今の利用人員数では足りない。今後需要や希望があれば、勉強しながら積極的に対応していきたい。

「パル・ともベ」とは、有料で家事や育児のお手伝いをする互助型の非営利的な組織。乳幼児・学童のお世話、親や子などが病気の時の臨時的な子どものお世話、保育施設までの送迎(現在できない)、産前・産後のお世話等々を実施している。サービスを利用したい人と提供したい人は会員登録(年会費500円)し、利用料金は1時聞につき600円。

問い合わせ・申し込みは℡0296-78-3939「パル・ともべ」ヘ

※子育て中のみなさん、ファミリーサポートセンターを実現するためにもどんどん利用してください。

子育てタクシーとは、車内にチャイルドシートを設置し、親子連れの外出、保育園や学校、塾の送迎、夜間や休日の当番医への運送が主な業務で、子どもだけでも利用できる。子どもの救急救命や児童福祉行政の講習、保育実習を受けた乗務員が荷物を玄関先まで運んだり、ベビーカーを開閉したり、地域の子育て情報も提供する。平成16年に香川のNPO「わははネット」が始め、今年の6月27日に「全国協会」が発足した。
２０１０年３月定例会　ニュースレター№41
「学童保育の時間延長」と「ファミリーサポート事業」が実現！

政権交代して、初めての国の予算が決まりました。公共事業費が１８．３％減の一方で、社会保障費が９．８％増です。まさに「コンクリートから人へ」の予算内容となりました。石松としおの所属する社民党は、「平和・雇用・地方」の三つを再建・守るために政権に入りました。その一つ〝地方〟の再建に向けて、地方交付税予算が１兆１千億円増額されました。１兆円規模の増額はなんと１１年ぶりです。地方自治体間の格差を是正するのが「地方交付税」の役割にもかかわらず、自公政治はそれを減らしてきたのですから、自主財源の乏しい笠間市とっては、厳しい財政運営を強いられてきました。

３月定例議会（３月２～１９日）で決まった「笠間市平成２２年度予算」は、政権交代の影響もあってか、地方交付税が前年度に比べて７億２，０００万円（１４．４％）も増えることになりました。予算の詳しい内容は『わかりやすい笠間の予算』（平成２２年度版）が発行されますので、そちらをご覧いただければと思います。石松としおが議会で取り上げた―①放課後児童クラブの保育時間延長（ニュースレター№29、№33）、②ファミリ―サポート事業（ニュースレター№26）、③太陽光発電・エコキュート助成事業（ニュースレター№40）が新年度予算で実現します。
「デマンド交通システム」の導入と運行ルートの改善

２００６年９月定例会　ニュースレター№２７

単なる福祉バスの運行拡大ではなく「公共交通マスタープラン」の整備を
石松：①「旧笠間市の福祉バス」「笠間周遊無料バス」「旧岩間町の巡回バス」の利用状況と財政負担の現状と市内のタクシー事業者などに与えている影響について。②障がい者・高齢者・子どもなど交通弱者への対策について。③今年度予算に計上されている「総合都市交通体系調査事業」の具体的内容と進捗状況について。

福祉事務所長：①「福祉バス」は、笠間市循環バス『そよかぜ』の名称で平成８年７月から運行を開始し、誰でも無料で利用できる。平成１７年度の利用延べ者数は２万８千３１２人（１ヵ月平均２，３５９人）、財政負担は年間１千８６３万１千円（１人当たり６５８円）。「笠間周遊バス」は平成１３年１１月から運行を開始し、誰でも無料で利用できる。平成１７年度の延べ乗客数は３万１千１８２人（１ヵ月平均２，５９８人）、財政負担は年間出資額が４８０万円（１人当たり１５４円）。岩間地区の巡回バスは、二つの系統を合計して平成１７年度の延べ利用者数は４千４８７人（１ヵ月平均３７４人）、財政負担は年間１５０万円（１人当たり３３０円）。

保健福祉部長：②現在「身体障害者手帳」を所有する一級及び二級の方々で、自動車税（軽自動車税も含む）の減免を受けてない方が、市内のタクシー会社を利用して通院や施設に通所するときのタクシー初乗り料金の９割を助成する事業を実施している。また、本市内の一人暮らし高齢者は１千１９６名（平成１８年４月１日現在）で６５歳以上の高齢者（１万７千１６６人）の７％を占める。その方々は家族による送迎が期待しにくい状況なので外出支援が必要になる可能性が高い。福祉バスの運行拡大に向けた検討の中で、保健センター等の施設、現在の福祉バス利用者、また福祉工場などに協力をいただきながら、「公共交通に関するアンケート調査」を行っている。今後交通弱者や子どもたちにとって利用しやすいものを、財政的な面も含めて検討していきたい。

都市建設部長：③「総合都市交通体系調査」は、笠間市における交通を取り巻く現況や課題の整理を行い、本市の国道・県道・市道の将来のネットワークのあり方や整備プログラムあるいは公共交通のあり方を検討して、笠間市「都市交通マスタープラン」を作成しようとするもの。国庫補助調査で今年度は笠間市における交通の現況把握と課題の整理、将来交通需要の推計等を行い、来年度は「都市交通マスタープラン」のとりまとめを行う。現在は業務発注し、笠間市の交通の現況把握に着手した段階。また現在福祉バスだけではなく巡回バス、スクールバスや周遊バス、路線バスなどの公共交通サービスの方向性を検討し、経費面と乗車人員の確保など需要面の課題を整理・調査している。「総合都市交通体系調査」で交通の拠点である駅から発生するバス交通の将来にわたる利用量推計などを行い、「福祉バス運行拡大調査」で現行のバス交通の実態や運行上の課題を整理し、連携をとりながら進めていきたい。

石松：①笠間周遊無料バスの運行によるとくに旧笠間市内のタクシー業者に与えている影響についてはどのように把握されているのか。②「デマンド交通システム」の導入ついてはどのように議論されているのか。
デマンド交通システムとは？
デマンドとは「需要」いう意味で、「需要に応じた交通システム」のことです。バスやタクシーを利用したい３０分前にまでにオペレーターに電話すると、自宅前まで迎えに来てくれ基本ルートに近い人を何人か拾って目的地まで届けてくれるというもので、全国のデマンドバスを導入している自治体では、普通の循環バスに比べて費用が３～４割ほど削減されています。

産業経済部長：①前々からタクシーへの影響はどうなのかという質問があった。大きな声には上がってきてないが、影響があることは間違いない。

都市建設部長：②「デマンド交通バス」は、具体的サービスの提供手段の一つとして「福祉バス運行拡大調査」の中で取り上げて議論を進めたい。

石松：神栖市で利用者の減少とバスの老朽化で市内循環バスが廃止になり、乗り合いタクシーが導入となる。牛久市でもコミニティーバスの利用者が伸び悩み、無料福祉バスが復活。今後コミニティーバスの廃止・福祉バスへの切り替えが検討されている。友部町時代にコミニティーバスが導入できなかった大きな要因は、民間路線との競合だった。福祉バスを導入するなら町内の不採算の路線は廃止すると言われ、現状の路線を守ることを第一に考え、交通不便者には福祉タクシーなど別の方法で対応するという結論になった。採算が取れないという問題を残したまま市が肩代わりをしても、神栖や牛久の例が示すように元の木阿弥になってしまうのではないか。今回の質問を行うにあたって、総合交通体系については都市計画、福祉バスの運行拡大については福祉部……と、一体どこが公共交通網については所管をしているのか分からなかった。そういうことを統括する組織が必要なのではないか。

※この再質問には答弁がありませんでしたが、翌日市長公室長より答弁漏れがあったということで「公共交通網の一括窓口は企画政策課とする」旨の回答がありました。
２００８年４月　ニュースレター№33

２月２０日から運行が始まっている「デマンドタクシー」は、当面の間試験運行となっています。利用者のみなさんからご意見をいただきながら、より良い運行形態へ変えていくためです。これまでも「チケット売り場が遠くて買いに行けない。もっと近くのコンビニや郵便局、駅などに販売所を拡大できないのか」という要望をいただいています。企画政策課長と交渉した結果、運行検討委員会の検討課題としてもらうと同時に、コンビニ等での販売となると手数料が必要となり、予算の確保や条例改正など時間がかかってしまうので、当面の対策として、郵便局へ手数料なしで販売してもらえるかどうか交渉していただけることになりました。「デマンドタクシー」へのご意見・ご要望については、ご乗車の際に運転手に言っていただいても結構ですし、市役所企画政策課が窓口となっていますので、そちらの方で意見・要望を受け付けています。もちろん石松としおへ直接お知らせいただいても結構ですので、何でもご相談ください。
２０１０年１月　ニュースレター№40

今回の一般会計補正予算に、「デマンド交通システム運営管理委託料」２５２万円が計上されました。これは、現在の７コースを３コースに見直して４月から運行するための、運行コース見直し作業に係る費用です。これまでコースとコースの境付近の方から「笠間に行きたいのに、一旦市役所に出て乗り換えて行くのでは時間がかかって利用できない。笠間コースの車に乗れるようにしてほしい」という声を頂いていました。そうした声を基に、生活圏を考慮した運行コース見直しが行われます。
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「政治倫理条例」の制定

２００６年１０月　ニュースレター№27

石松としおは「政治倫理条例調査特別委員会」委員です。「政治倫理条例」とは、市が行なう公共工事の請負契約や物品納入契約などについて、市長（三役含む）や議員本人だけでなく配偶者や親族が経営する企業、または議員が実質的に経営に関与する企業は辞退しなければならない、公共工事や市職員の採用に関して、特定の者を推薦したり紹介したりしないなど、市民に不正の疑惑を持たれる行為は一切しないようにしようというものです。１２月までに議決し、来年の４月から施行できるよう奮闘中です。

２００６年１１月定例会　ニュースレター№28

いよいよ市民主体の政治監視制度がスタート！
昨年１１月１７日に「第３回定例会」が開催され、「笠間市議会解散に関する決議」を全会一致で採択して、市議会が自主解散したのはみなさんご承知の通りです。住民投票を待たずして、しかも全議員一致しての自主解散は県内初であり、とても誇らしいことです。

それだけでなく『笠間市政治倫理条例』（２００７年４月１日施行）も全会一致で決めたことも忘れないでください。市長・副市長・教育長（以下市長等という）や議員がその地位を不正に悪用して、特定の企業や個人の利益に介入したり口利きをしないこと、また市民の責務として、市長等や議員に対して、その地位による影響力を不正に行使する働きかけを行わないことを市の条例として制定し、市長等や議員は政治倫理の確立を図り、市政に対する市民の信頼に応え、公正な市政の発展に努めることを目的とするものです。

また、この条例は法律を超えた拘束力や罰則を上回ることができません。その代わりに、政治倫理基準に反する疑いがあるときは、市民に審査の権利を与え、審査会を設置して、その事実を明らかにし公表を義務づけていますから、市民のみなさんが不断のチェックをしないと効果がありません。石松としおは「政治倫理調査特別委員会」の委員としてこの条例案作成に関わりました。以下条例の概要について説明しますので、少しでも関心を持っていただき、市政への監視の目を強めてください。
『笠間市政治倫理条例』の概要

この条例の対象者は、議員だけでなく市長及び副市長・教育長（以下市長等という）も含まれています。議員より権限の大きい市長が、政治倫理に関して議員より甘くてよいはずはないからです。そして、『議員及び市長等の責務』だけでなく議員や市長等に政治倫理に反する行為をさせるような行為もしてはいけないことを、『市民の責務』と『職員の責務』として条文化し、その上で次のようなことを定めています。

やってはいけないことの基準として、次の４つを条文に謳っています。①不正の疑惑を持たれる恐れのある行為をしない。②地位を利用したいかなる報酬等も授受しない。③市が関係する公共工事・業務委託・物品納入などに関して特定の業者の推薦・紹介などをしない。④市職員の採用に関し推薦・紹介はしない。⑤会社その他の団体（政党及び政治団体を除く）・自己の後援団体から寄付を受けない。…政治倫理基準

議員及び市長等は資産報告書と所得報告書を提出し、資産を公開することを義務づけました。…資産公開制度
市民が資産報告書などをみて疑義があるときや、先に述べた政治倫理基準に反するような行為をしたという疑いがあるときは、それを証明する資料を添えて、有権者５０名以上の署名を集めれば文書で調査を請求できるようになっています。そしてその調査をする「政治倫理審査会」は、常設で５人の審査委員が議会の同意を得て選任されます。そのうち２人の委員が専門的知識を有する者、残りの３人は市民の中から公募されます。…市民の調査請求権と政治倫理審査会
政治倫理基準違反に対しては、信頼回復のための措置（市広報などでの公表）と市民への説明会の開催が示されています。…問責制度
さらに市との契約に関して次のことが定められています。①「市長等・議員」「市長等・議員の配偶者」「市長等・議員の一親等以内並びに同居の親族」が役員をしていたり、市長等・議員が年間５０万円以上の収入を得ている企業は、市が関係する公共工事や業務委託、物品納入契約を辞退しなければなりません。②二親等の親族が役員をしている企業は、契約を辞退するよう努力しなければなりません。…遵守事項
政治倫理条例は市民が「ダメ議員、ダメ市長」を判定する条例

政治倫理条例の目的は、市長及び議員が市民の全体の代表者として、誠実にその任務を果たすよう要請することにあります。ですからこの条例で市長や議員がときとして陥りがちな危険な傾向を事前に防止するため、守るべき最低限度の基準を定めたということです。高い理想を掲げたのではなく、地位利用による私的利益の追求を防ぎ、職務の廉潔を害する行為を禁止するということなのです。まさに政治倫理条例は「ダメ議員、ダメ市長を判定する条例」です。

そして、条例ができたから目的が達せられるというものではありません。市民のみなさんによる市政への監視と参加が深まってはじめて、条例の真の目的は達成されます。言い換えれば、政治倫理条例は取締法ではなく罰則規定もありませんから、市民の参加とチェックこそが条例の実効性を保障するものであり、大変大切だということです。４月１日以降、「あの議員はおかしいよ」と思ったときは、５０名の署名を集めてすぐに審査請求をしてください。政治倫理条例は「市民主体の政治監視制度」なんですから。
２００７年４月　ニュースレター№29

前号（№28）のニュースレターでも報告した『政治倫理条例』が４月１日から施行されました。それに伴い弁護士や公認会計士、民間金融機関勤務経験者など５名の政治倫理審査委員の選任に議会としても同意しました。倫理条例ですから罰則規定がありませんので、公表される審査結果にしっかり目を通してください。『政治倫理条例』は市民が政治家を監視する制度です。

学童保育の保育時間延長

２００７年４月　ニュースレター№29

市の担当課は「放課後児童クラブ」の運営にまったく無責任
石松：①「笠間市放課後児童対策事業実施要綱」には、「児童クラブに指導員を置く」としか書かれておらず指導員に関する明確な規定がない。現在の指導員の資格の現状と採用後の研修はどうなっているか、障害を持つ児童を担当する指導員の研修は行われているのか。②放課後児童クラブの障害を持つ児童の受け入れの現状と体制は、実施要綱もつくるべきでは。③児童クラブを中心に子どもも親も育てられ、地域住民も一体となり親子支援をする体制をつくっていくために、保護者会の組織化と笠間市児童クラブ連絡協議会が必要と再三再四言ってきた。また、保育時間延長（午後７時まで）の要望がずっと出されているがなぜ実現しないのか。

保健福祉部長：①小学校・中学校・高等学校もしくは幼稚園教諭の免許を有する者、２年以上児童福祉事業に従事した者が、指導員５９人中４５人。また市主催の普通救命講習会を昨年６月に実施し３８人が参加。本年１月に２会場で開催された県の研修に２９名が参加。来年度からは内原養護学校の協力を得て、指導員全員に障害のある子どもに対しての研修を実施する。②現在１４クラブ中４クラブで障害のある児童６人を受け入れている。障害の程度が一人ひとり違う、障害があることを保護者が理解していない、認識しているが認めていない、認めたくないと思っている、公にはしていない、してほしくないなど対応が様々であること。また手帳が交付されている者以外誰が「障害がある児童」と決めるのかという問題があるので、現在は実施要綱第６条の「市長が認めた者」に基づいて受け入れを行っている。実施要綱に一律的に基準を定める必要はないと考えている。③保護者会は保護者が自主性を発揮して開催・運営していくことが望ましい。保育時間は実施要綱で午後６時３０分までとなっているが、時間までに迎えに来られない際には児童クラブで預かっているので、時間延長の規定・規約を設ける必要はないと考えている。
石松：①学童保育というのは保育所とも幼稚園とも学校とも違う。資格を持っている指導員についても、上乗せの研修が必要。指導員に指導する能力・スキルをきちんと備えるということも行政の責任ではないのか。②７時まで預けたいけれども預けられないという事実がある。きちんと実施要綱の中に謳ってないから預かれないのが事実じゃないか。延長保育の実施要綱をつくるべき。③全国どこでも障害のある児童を受け入れる場合には、専門家も含めた受け入れの検討委員会をつくって受け入れ可否を決めている。体制を整備せずにアスペルガーだとかＡＤＨＤなど急に飛び出したりするような子を受け入れたら大変なことになる。実施要綱の中に障害のある児童の受け入れについての条項をつくるべき。

保健福祉部長：①今の指導員はほとんどが女性であり、高齢者はいない。今後敷地内または施設内での遊びのあり方についてある程度経験した人たち、もしくは団塊の世代の人たちで教員や福祉活動に経験した方などを指導員に採用して、子どもたちに遊びや生活の決まりなどを指導できるような環境にしていきたい。合併後指導員同士で年に18回程度の連絡調整会議を行ったり、夏休みなどを利用して社会福祉協議会及びボランティアの方々と交流をしながら指導員の向上に努めている。②午後７時まで延長するのは親にとってはいいかもしれないが、子どもにとってはあまりいい環境ではないと判断されるので、保護者とも協議をしながら延長保育が本当にいいのかどうかも含めて検討していきたい。③現在受け入れている障害のある子は就学指導委員会等々で十分学校で耐えられるという判断で普通学校に就学しているので、十分学童クラブのなかでも一緒にやっていける児童である。障害のある児童の入所に応じて指導員も１～２名加配している。

市長：指導員のみなさんの身分があれだけの仕事をやっていながら時給９００円で、責任体制も明確になっていないところに一つの大きな課題があるのではないかと思っている。市の制度として直していくのはむずかしい点もあって、国・県との連携のなかでしっかりしていきたい。「放課後児童クラブ」についても、例えば地元の方々がＮＰＯやボランティア団体等をつくって運営をしてもらうということになれば、行政がやっているより利用者の希望にかなった幅広い運営ができるのではないかと思う。

2008年3月定例会　ニュースレター№33

学童保育の「保育時間延長」と「障がい児保育」の糸口見える

新年度から東小学校に加えて、大原小学校と岩間第三小学校でも「放課後子ども教室」が開級します。昨年3月の議会でも「全児童を対象にした学びや遊びの場である『放課後子ども教室』と、共働き家庭の児童を対象にした家庭生活の代替の場である『児童クラブ』（学童保育）を同一化せず、それぞれの役割を分担しながら連携する必要がある」という質問をしましたが、市の明確な答弁はありませんでした。

東小学校には「児童クラブ」はありませんが、大原小学校と岩間第三小学校には「児童クラブ」がありますので、今回改めて「学童保育」と「放課後子ども教室」の位置づけと連携について質問しました。教育次長の「『放課後子ども教室』は、日没30分前には家に帰すのが基本。その後『児童クラブ』に席を置いている子は、保護者が迎えに来るまで『児童クラブ』で過ごすことになる」という答弁でしたので、「放課後子ども教室」と「児童クラブ」が混同されるようなことはないものと思われます。しかし、「放課後子どもプラン推進事業計画」は現在策定中なので、今後そのなかで明確な整理をするよう求めていきたいと思います。

また、4月から、NPO法人「笠間学童保育の会」が指定管理者として「笠間小学校児童クラブ」を運営することになりました。これも昨年3月の定例会で「地元の人たちがNPOやボランティア団体をつくって、そこに運営してもらう方が、行政が直接やるよりは利用者の希望に適った幅広い運営ができると思う。そしてそういう機会をできるだけつくっていきたい」という市長答弁がありましたので、今回の指定管理者の導入によって、保護者からの希望の多い「保育時間の7時までの延長」と「障害のある児童の受け入れ」ができるのかどうか質しました。「企画書によると保育時間は6時半までとなっているが、スタートまでに良く話し合いをして延長保育を取り組みたい」「現在も障がい児を受け入れているので、NPO法人の運営になっても引き続き受け入れていきたい」という市長からの答弁がありました。まだ、全ての「児童クラブ」での実施とはなりませんが、今後笠間小学校以外の「児童クラブ」にも広げていく足がかりにはなったと思います。

２０１０年３月定例会　ニュースレター№41

「学童保育の時間延長」と「ファミリーサポート事業」が実現！

３月定例議会（３月２～１９日）で決まった「笠間市平成２２年度予算」は、政権交代の影響もあってか、地方交付税が前年度に比べて７億２，０００万円（１４．４％）も増えることになりました。予算の詳しい内容は『わかりやすい笠間の予算』（平成２２年度版）が発行されますので、そちらをご覧いただければと思います。

石松としおが議会で取り上げた―①放課後児童クラブの保育時間延長（ニュースレター№29、№33）、②ファミリ―サポート事業（ニュースレター№26）、③太陽光発電・エコキュート助成事業（ニュースレター№40）が新年度予算で実現します。その他にも、児童館建設の検討委員会設置（建設場所や施設内容の検討が始まる）、高齢者の人間ドック助成事業（後期高齢者医療制度でなくなった人間ドックへの助成が復活）、旧友部町地区の米飯給食への補助（友部地区小中学校の給食費値下げ）、市立病院への繰り入れ増（在宅訪問診療・休日夜間救急の実施）、小６までの医療費自己負担助成事業（小学校６年生まで医療費無料化）等々も実現します。
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保育料軽減事業の継続で県内３番目に安い保育料に
２００７年４月　ニュースレター№29

水道料金や保育料など合併協議の際に「３年を目処に統一する」と決められていたものが、今審議会がつくられて協議されています。とくに保育料金は、月収が16万～40万8千円未満の世帯で三歳未満児の場合、旧笠間（6万1千円）旧友部（4万5千円）旧岩間（5万2千円）と、安いところと高いところの差が1万6千円あります。月収が40万8千円以上になるとその差は2万7千円に広がってしまいます。少子化対策に力を入れているこの時期に、子育て世帯の負担がいくらになるのか。笠間の未来を担うのは子どもたち、笠間の将来にかかわる問題です。
２００７年６月定例会　ニュースレター№30
行政経費削減分を当てて保育料無料化の実施を

石松：教育再生会議の第二次報告に「国、地方自治体は、幼児教育の将来の無償化について、歳入改革とあわせて財源、制度等の問題を総合的に検討しつつ、当面、就学前教育についての保護者負担を軽減し、幼児教育を振興する」と書かれているが、市長はどのように評価されているか。笠間市としても保育料の無料化、あるいは第二子以降か第三子以降の無料化を実施してはどうか。

市長：教育再生会議の第二次報告は、無償化の一方で「財源については、税制の抜本改革に合わせて確保すること」「国と地方の負担のあり方、無償化する仕組みの検討や無償化と公立、私立幼稚園のあり方、あるいはどのような形で公費負担を加えるかをさらに検討した上でその実現をめざす」となっている。現段階では財源問題などいろいろな課題があり、具体的に踏み込んだ制度が示されてないなかでは評価は申し上げられない。笠間市として保育料の無償化もしくは一部無償化は現在考えていない。
本年４月現在の保育所に通っている子どもたちは１，０１２名（公立４０１人・民間６１１人）、その内第二子以降が２２３人（第二子２０９人・第三子１４人）。保育料無償化にかかる費用は２億３１１４万１千円（保健福祉部長の答弁から）
石松：国が少子化対策として保育料の問題を提唱したのには、地方自治体から保育料の無料化の実績が積みあがって政府を動かしたという背景がある。福島県の田村市では、合併を契機に１８年度から４、５歳児の市立保育所の保育料を無料化している。ここの富塚市長は「社会情勢の変化に適切に対応していく」「スピードが大事だ」と言われているが、今市長が答弁した姿勢と違う。少子化対策のために保育料にもっと問題意識を持っていただきたい。財源の問題も「頑張る地方応援プログラム」というのがある。岩手県の宮古市では、職員を９５人減、市内７５施設を指定管理者制度へ、入札の落札率を９８％以上から８７％台に抑えるという努力をしたお金を保育料の無料化、少子化対策に回している。笠間市でもそういう財源を保育料無料化の検討にまわしていただきたい。
頑張る地方応援プログラムとは

　地方独自のプロジェクトを自ら考え、前向きに取り組む地方公共団体を応援しようという総務省が平成１９年度から新しくスタートさせた地方交付税などの支援措置を講じる制度。プロジェクトに取り組むための費用として単年度３０００万円が１９年度から３年間特別交付税措置される。笠間市は新交通システム事業（現在の福祉バスを全市域を対象にしたデマンドタクシーへ拡大する事業）を応募している。

市長：少子化対策は笠間市にとっても大変重要な課題である。保育料無償化も非常に重要なことだと思うが、行政として、国・県・市がそれぞれ役割もってなしていくべきものではないかと思う。無償化をした他市の取り組みについては素晴らしいことだが、財源も含めてどういうやり方をしているのか勉強させていただきたい。また、経費の削減を無償化に振り向けたらということについては、決算が終わってないので行政改革によって削減できたトータル的な金額が出ていない。一番は財源の問題だが、ただ全て無償でいいのか、行政サービスというのは当然ハンディキャップを持っている方とか、弱者の立場の方に対してはいろいろな制度のなかで軽減したりすることは必要だが、一方で受益者負担という考え方もあるのではないかと私は思っている。無償化という予定はないが、政府の提言や議論をよく情報として受けとめて、よく勉強していきたい。
石松：保育料の審議会で保育料の統一が議論されているが、その審議会の答申を受けて市長が保育料を検討される際に、子育て支援の一環として保護者の負担の軽減、公費負担を増やしていくという方向性・姿勢だけはぜひとも示していただきたい。
市長：保護者の負担軽減ということは分かるが、審議会の提言をいただいたなかで判断するものなので、今の段階で申し上げることはできない。
◆保育料については現在審議会で議論が続けられていますが、三歳未満児で一番多いと思われる所得階層で見ると、旧笠間市は国の基準通り（市負担０％）、旧友部町が７４％（２６％が町負担）、岩間町が９０％（１０％が町負担）という状況です。国の基準額の何％（市の負担がどれくらい）になるのかが議論の焦点になっています。また、階層区分も一番多いと思われる階層を細分化して、実質的な保護者負担の軽減を図っている市町村がありますが、階層区分の細分化についても審議会では議論されていました。

２００７年１２月定例会　ニュースレター№32
良識ある保育料審議会と文教厚生委員会の討論に拍手
８月８日に保育料審議会から笠間市保育料の統一に関する答申が出されました。審議会を２回傍聴しましたが、そこでは国の基準額の８０％にするという方向でした。「８０％にしても市の保育料収入が約１０００万円減ってしまう」と言われていましたから、大方これで答申案は決まってしまうと私も諦めかけていました。

ところが、審議会最終日の前日に市内５つの私立保育園長の連名で「保育料父兄負担率適用要望書」が市長に提出され、最後の審議会で委員の中からその経過と「要望書」についても審議すべきという発言があり、委員長によって「要望書」（第一階層から第四階層までを国の基準額の５０％、第五階層から第七階層までを国の基準額の７０％）通りに答申することについて意見集約が行われました。起立採決の結果「要望書」通りの答申が決まりました。

さらに市議会文教厚生委員会では、審議会答申で保育料が現状より値上げになる階層を是正した執行部の保育料統一案が説明されました。答申を尊重しながらも保護者にとってより負担の少ないものに是正したということですから、良い執行部案が示されたのだと思います。しかしその案には一年後さらに三年後に値上げをするということが含まれていたため、「今日の少子化の状況を考えたら保育料は値上げするべきではない。むしろ無料化にしたっていいくらいだ」「保育料の保護者負担増にならないようすべき」等々の意見が出され委員会が紛糾してしまいました。それ以降、執行部から保育料金統一案は議会に説明されていません。

政府自民党も少子化対策の一つに保育料の公費負担をあげているわけですから、どんな形であれ保護者負担が増えるようなことがあってはなりません。二人目以降の保育料は無料にするとか、行政改革で節減できた分を保育料に回して保育料無料化を実現している自治体もあります。残念ながら保育料金は議決事項ではありませんが、今後執行部がどういう統一案を決めるのか注目していきたいと思います。
２００８年４月　ニュースレター№33

「保育料最低額での統一」と「鉛水道管敷設替事業」が実現

昨年の6月議会で保育料の問題（ニュースレター№30参照）、12月議会では鉛水道管の問題（ニュースレター№32参照）を取り上げました。平成20年度予算のなかには、「保育料を軽減するために約１億1200万円拠出して、一市二町の最低額で統一する」「約4100万円かけて鉛製の水道管を敷設替えする新規事業を立ち上げる」ことが含まれています。少子化対策に一定配慮した予算配分や鉛水道管への迅速な対応については、市長の姿勢を評価するものです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: image4.jpg]



市立病院の存続と地域医療を踏まえた診療機能へ改善

２００８年６月定例会　ニュースレター№34
「市立病院のあり方の提言」を受けて、ますます問われる市の地域医療方針
市立病院と地域医療の問題は、昨年の６月議会でも取り上げましたが、今回は「市立病院のあり方検討委員会」の提言を受けて、今後市としてどのように検討を進めていくのか質問しました。いつもより紙面を増やして石松としおの考え方を報告します。
笠間市立病院をめぐる医療環境
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　茨城県は右の図のように９つの二次保健医療圏に分けられています。笠間市は水戸保健医療圏に属していますが、水戸保健医療圏は病床が基準病床数（4,825）を401オーバーしている「病床過剰地域」と言われています。また笠間市内には６つの病院と28の診療所があります。しかも500床を有する県立中央病院では、救急医療や地域がんセンターなどの基幹病院としての医療サービスが提供されており、県内でも比較的恵まれた医療環境にあると言えます。
笠間市立病院の経営はここ数年一般会計からの繰入金がなければ運営できない状態になっています。繰入金は平成14年度に約２億円近くまで膨れ上がりました。その後職員の給与や数の削減、給食や清掃を民間委託するなどの経費節減によって、7,000万円程度になりましたが、一般会計からの繰り入れは依然として続いています。平成18年度決算では、7,160 万円となりました。
また入院患者数も年々減っています。全国の病床50未満の公立病院の平均病床利用率は65.6％ですから、市立病院の病床利用率40.6％は大変低いことがわかります。
そうした現状から「税金で赤字を補てんしてまで市立病院を存続する必要があるのか」ということが言われ、『笠間市立病院のあり方検討委員会』が設置されることになりました。
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「市立病院の存続」と「指定管理者制度の導入」が提言される
しかし検討委員会からは、市立病院の廃止ではなく「急性期と在宅の後方支援」「高齢者医療のキーステーション的な機能」を担う病院として存続し、「指定管理者制度の導入が妥当」という提言が出されました。
ここ数年市立病院では在宅重視の医療が取り組まれてきました。専門の職員が共同で医療にあたるために、看護師や医師だけでなく他の職種の職員も含めた研修が毎週月曜日朝８時から行われています。また退院する時に訪問診療が必要になる高齢の在宅の要介護者に対して、家族やケアマネージャー、訪問看護師を招いて、今後の福祉サービスのあり方について検討するなど、医療と福祉の連携にも努めています。
県立中央病院で急性期の治療は終えたけれども、次の施設の空きがない患者を受け入れ、市立病院でリハビリしているうちに在宅に移行できるというケースも多々あるそうです。近隣の開業医からの認知症を伴った患者の受け入れ、地域ケアカンファレンスにも参加し、社会福祉協議会と連携して医学的治療の必要性が薄くても居場所を一時的に失った要介護者のシェルター的な入院も受け入れています。
また、平均在院日数（患者が入院している期間）が短いことが、検討委員会では注目されました。市立病院の入院患者は70歳以上の高齢者の割合（78％）が最も高いにもかかわらず、10日以内に退院している人が64％となっています。お年寄りの場合は入院が長期化するのが常ですが、市立病院はそうなっていないということです。つまり長期入院させるのではなく、在宅に戻れる状態になれば戻し、施設に移れる状態になれば施設に移すという、在宅医療に移行できるシステムづくりが進められています。
入院病床には、一般病床（急性期）と療養病床（慢性期）がありますが、国は平成24年までに現在38万床ある療養病床を15万床に減らそうとしています。
急性期とは、一般には病気の発症直後や、症状の変化が激しい時期のことで、容態が安定するまでの集中的な治療が必要な時期を言う。慢性期とは、急性期を脱した状態。症状はあるものの、集中的な治療は必要ない（役に立たない）状態を言う。
療養病床には、あまり医療を必要としない人たち（社会的入院）が多く、これが医療費を膨張させているため、療養病床を削減するということです。しかし現状は、単純ではありません。一般病床（急性期）に入院している人たちの様態は、完治して自宅に帰れる人から、治療が長引き慢性化した人、ある程度良くなってもまだ療養が必要な人、病気や怪我は治っても介護が必要で自宅では生活できない人など様々です。また、療養病床（慢性期）に入院している人たちは、それぞれ理由があって入院しています。療養病床が削減されたらそういう人たちの行き場がなくなってしまうので、その受け皿として療養病床を持つ病院の老人保健施設への転換を促進しながら、老人ホームや老人介護施設を整備すると国は言っています。検討委員会では、こうした国の方針のなかで「介護保険施設をもたない自治体立病院として在宅診療を行い、在宅介護を医療面から支援するという笠間市立病院の役割は、これから重要になってくる」「赤字の大きな原因は入院患者が少ないことにあるが、県立中央病院や開業医ともっと十分に連携すれば、入院患者を増やすことができる」ということから、市立病院の廃止ではなく、先のような提言内容になったのです。
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市長も市立病院の役割に関する提言を評価
そこで石松としおは、「提言で示されている市立病院の果たす役割に対する評価」「指定管理者制度導入の現実性」「提言で示されている四つの課題（赤字・医師不足・経営責任・施設の老朽化）」「自治体に平成20年度中に病院改革プランの策定を求めている総務省の『公立病院改革ガイドライン』との整合性」について質しました。
その答弁から「これまでになかった地域医療に対する有識者の方々による有意義な議論であった」「市民アンケートでも在宅や後方支援の役割を求める要望が多く、高齢化社会のなかで今後の市立病院の役割に関しては重要な提言であったと評価させていただきたい」と、市長も提言内容を評価していることが明らかになりました。ただ「指定管理者制度」や「赤字・医師不足・経営責任・施設の老朽化」については、厳しい現状や課題であるということが繰り返されるだけで、その解決に向けた市長の考えは示されませんでした。
また、「公立病院改革ガイドライン」（総務省）との整合性については、「今後経営診断や市民アンケート、市立病院の患者アンケートを実施し、その後関係機関と協議しながら来年３月までに答申に基づく市の方針を決定する」「ガイドラインには、公立病院の主な機能として、①過疎地医療、②救急等不採算部門、③高度先進医療、④医師派遣拠点機能と例示されており、笠間市立病院はそのいずれにも当てはまらないが、在宅医療の後方支援病院として県立中央病院や市内医療機関と連携して、高齢者医療のキーステーション的な機能を担うことで整合性は図れる」という認識が示されました。
経営形態の変更では「赤字」も「医師不足」も解決しない
「約8,000万円毎年一般会計から繰り入れている」（市長）と言われていますが、地方公営企業法で経費負担の原則が決められており、医業収益によって負担するのが適当でない支出については、一般会計から負担してもよいという基準が設けられています。さらに公立病院を抱えている自治体には、国から地方交付税の普通交付金が交付されています。地方公営企業法の基準内の繰出し金と交付税措置されている金額を差し引くと、平成18年度の一般会計からの繰り入れは4,533万円にしかなりません。本来医療事業によって賄うべきところを賄うことができずに一般会計から補てんしているのは、8,000万円ではなく4,500万円です。
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診療報酬が2002年に1.3％、とくに2006年には3.16％も切り下げられました。１人の看護師さんが７人の患者さんを看て19日以内の入院をした場合は、1,555円診療報酬が払われますが、これが１人の看護師さんが13人の患者さんを看て24日間入院させたら、1,092円しか診療報酬がでません。さらに入院が14日以内にすめば428円追加されますが、15日～30日なってしまうと192円しか追加されません。多くの看護師さんで少ない患者を看て、短い期間で退院をさせた方が診療報酬は高いということです。こういう診療報酬の改定がされてしまっているので、経営形態が民間や指定管理者になっても4,500万円の赤字を克服するのは、構造的に不可能です。
医師不足については、市立病院だけで解決することはできません。昔は大学に残って博士号を取るのが医師のステータスでしたが、若い臨床医を対象にしたアンケートによると、今は８割以上が専門医や認定医の資格を取りたいと思っているという結果がでています。できるだけ多くの症例を治療・研究しながら、学会の認定医や専門医の資格をとりたいということです。現在市立病院でやっている在宅・訪問診療を中心にした医療事業はこれにふさわしく、臨床研修病院として指定されている中央病院とうまく連携していくことによって、医師確保に結びついていくのではないでしょうか。
指定管理者になった東海村立病院は80床に増床しましたが、結局医師が集まらず40床しか開設できていません。指定管理者にしても医師が揃わず十分な医療提供ができないということが事実として示されています。

今後必要なのは地域医療の観点からの検討
石松「提言では指定管理者が妥当と言われているが、市長としてどう考えるか。また県の対応を待っているのではなく、急性期から在宅期への切れ目、狭間を補う病院として市立病院が必要だということを、もっと市の方からプッシュしていくべきと検討委員会でも言われている。経営診断やアンケートだけでなく市の地域医療のビジョンを明らかにすること抜きに、市立病院のあり方の結論はだせないのではないか。今市立病院の職員のモチベーションは上がっていて、地域医療になんとか貢献したいとなっている。ここを大事にしながら病院の経営形態も考えていかなければならない。中央病院は二次救急（入院しなければならない患者）を水戸市や那珂市、筑西市を含めて受け入れているため、一次救急（一般の患者）がパンク寸前。中央病院が二次救急だけに特化されると、笠間の一次救急患者が市外の遠くの病院に行かざるを得なくなるかも知れない。昨年の議会では『検討課題とさせていただきます』（保健衛生部長）という答弁だったが、この１年の間に市の地域医療計画を現実的なものにした上で、市立病院の経営形態の結論を出すべきである」
市長「民間がやったら即赤字が解消されるとは思わないが、少なくとも公的なものがやるよりは経営努力を図っていくのではないかと考えている。今年度中にいろんな角度から検討して方針を出していきたい。今の市立病院の在宅を中心とした医療サービスは、経営形態が変わっても維持していくべきではないかと思っている。熱意をもって職員も取り組んでいるし、その取り組みには頭が下がる思いだ。また地域医療計画と言われるが、県の保健医療計画が上位計画で市町村ではほとんど地域医療計画は作られていない。しかし地域医療計画まではいかないけれども、県の保健医療計画のなかで地域の医療はどうするのかということを考えながら市立病院のあり方を決めていきたい」
２００８年１０月　ニュースレター№35

９月15日の阿部とも子衆議院議員（社民党政審会長）による「後期高齢者医療制度」の講演会（水戸市民会館）には、笠間からも多くの方においでいただきました。ありがとうございました。同日の午前中行われた笠間市立病院の視察・調査では、「在宅支援診療所では24時間体制をとることは不可能。ここでは24時間体制で同じ様な医療事業をやっていても、在宅支援診療所より低い点数の診療報酬しかもらえない。在宅支援診療所並みの診療報酬をもらえるようにしてほしい」（市立病院長）などの要望が出されました。また阿部議員から「医療の危機は医療従事者の士気の崩壊にある。医療は人。そして地域に密着した医療を取り組んでいるみなさんは地域の宝。市立病院でやっていることをもっと市民に広げることも必要」というアドバイスもありました。
２００９年１月　ニュースレター№36

市立病院の経営形態の検討期間が延びる

「市立病院改革プラン」について、６月議会では「３月までに県の『保健医療計画』や『あり方検討委員会』の提言を基本として、笠間市の地域医療の視点を考慮した上で今後の方向性を出していく」と答弁しながら、未だにその素案すら示されていません。そこで「市立病院改革プラン」の策定状況、とりわけ経営形態（「あり方検討委員会」からは、「指定管理者制度の導入が妥当」と提言されている）の検討状況について質問しました。

総務省の「公立病院改革ガイドライン」では、改革プランの必須項目として「再編・ネットワーク化計画」を示すことが求められています。ところが県が「公立病院等の再編・ネットワーク化検討会議」で協議を開始したのは１０月からで、まだ県の「再編・ネットワーク化計画」の内容が明らかにされていません。その計画との整合性をはかるには平成２１年度までかかるので、「３月に出す『笠間市立病院改革プラン』では、経営形態は複数の選択をする」ということが答弁から明らかになりました。つまり「予定通り３月には『笠間市立病院改革プラン』（案）を『国保運営協議会』へ諮問するが、そのなかでは経営形態の結論は出さない」ということです。
昨年８月に行われた「市民アンケート」結果の一番の特徴点は、市立病院について「場所だけ知っている」「名前だけ聞いたことある」「知らない」と答えた人が６７．６％に上るという点です。「あり方検討委員会」の提言で指摘されている「市立病院が急性期と在宅の後方支援的な役割を果たしていること、高齢者医療のキーステーション的な機能を担う可能性をもっている」ということを市民に知らせることを抜きにして、アンケートをとっても意味がありません。訪問診療や在宅医療の需要がどれくらいあるのか把握できるようなアンケートが必要です。

日本の医療は、全て一つの施設（病院）で患者の看取りまで行う「病院完結型医療」から、地域のなかで在宅医療を柱にした「地域完結型医療」へ移行しようとしています。そのときに大きな役割を果たす「在宅療養支援診療所」が全国的に不足しています。笠間市でもわずか三軒しかありません。不足する原因は、診療所は医者が１人から２人というのが一般的で、クリニックの診療をやりながら２４時間の在宅療養支援はできない現状にあるからです。在宅療養支援診療所になれば儲けが多くなるという制度にかえても、診療所はそれに対応できる体制になっていないところに大きな問題があります。これを克服していくには、一つの診療所だけで在宅療養支援をするのではなく、複数の施設で支援体制をつくっていくしかありません。いざというときに入院できる急性期病床を備えた病院も必要です。そうした在宅療養支援のネットワークをコーディネートしたり、緊急時の入院施設としての役割を果たせるのが今の市立病院ではないかということが、「あり方検討委員会」から提言されているわけです。

在宅療養支援診療所は、往診をすると６５０点という点数が診療報酬に加算されます。夜間だと１０００点、深夜は２３００点加算されますが、市立病院は在宅療養支援診療所ではないので、点数加算はありません。しかし地域医療体制を構築するには市立病院が必要です。そういうことが議論されないで、経営形態の結論だけが出されるようなことがあってはなりません。その意味で「経営形態の検討期間が延びた」ということは、大きな前進だと思います。今後笠間市の地域医療の現状についてどう議論され、「市立病院改革プラン」に反映されるのか、しっかり注目していきましょう。
２００９年１０月　ニュースレター№39
医師会と保健所、中央病院などで構成される「笠間市地域医療整備対策協議会」において、笠間市立病院で日曜診療を平成２２年度中に実施することが検討されています。祭日や年末年始はこれまで通り市内の当番医（輪番制）で救急患者を診ますが、日曜日は市立病院で一手に引き受けることになります。問題はその体制をどう作っていくかです。協議会の中間報告では、臨時医師で対応すると言われていますが、その医師をどうやって確保するのかが明確になっていません。「医師不足という問題もあるが、もっと問題なのは医師の偏在」というのが市長の見解ですが、その偏在する医師をどうやって笠間市立病院に連れてくるかが問われています。公立病院で日曜診療をやっているところは他にはありません。その意味では前進ですが、難しい課題が残されています。
２０１０年１月ニュースレター№40
１２月６日友部公民館3Ｆホールで開催した「笠間の医療を考える集い」には、約２８０人の方々に参加していただきました。お忙しいなかお出でいただいたみなさま、そして開催に向けてご協力頂いたみなさまに心より感謝申し上げます。市立病院に関しては、友部町国保病院時代から幾度となく議会の場で取り上げて来ましたが、行政側とはなかなか意見が一致しませんでした。市長が「問題は行政が責任を持ってこなかったこと、病院のスタッフに医療事業を任せきりにしてきたことも反省しなければならない」と言われたことが印象に残っています。議論のなかで「脳卒中などの方が在宅で治療する場合、リハビリ施設が不足している。今はそれを病院（つくばや常陸大宮の病院）連携で補っている」という実状が中央病院の永井先生から報告されると、市長は「個人的な考えではあるが訪問リハビリの必要性と、市立病院でやることの可能性」について言及しました。

２０１０年４月　ニュースレター№41

市立病院では、4月から平日夜間診療（19：00～22：00）と休日診療（日曜日のみで土曜日・祭日は今まで通り当番医制）が始まります。その為に医師・薬剤師・看護師・医事課職員にかかる費用など、「休日夜間診療に要する負担金」として一般会計から３，５８０万円繰り入れて、事業を実施することになりました。また「在宅訪問診療に要する負担金」として、一般会計からさらに１，４００万円繰り入れられます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: image6.jpg]



鉛水道管の早期撤去

２００７年１２月定例会　ニュースレター№32

鉛水道管の情報公開と早急な対策を求める！

決算委員会（９月議会）の石松としおの水道事業会計に関する質問により、市内にアスベスト（石綿）の水道管が４０．８ｋｍ、旧友部町地区内に鉛の水道管が２７２軒・１，３７５ｍ残っていることが明らかになりましたので、今回それらに対する市の対応についても質問しました。

大気中のアスベストを肺に吸い込むほどの被害はないという理由で、国では水道水中に混入するアスベストの基準が設けられていません。そのため笠間市でもアスベスト（石綿）の水道管については、腐食してもろくなって漏水が進むという問題意識しかなく、アスベスト管がなくなるのは、笠間地区が平成３２年度、友部地区が平成３７年度、岩間地区が平成２８年度という計画しか立てられていません。アスベストは発がん性物質ですから、アスベストの混入した水を飲んだ場合消化器官で発ガンの危険があります。庭に水をまいたり洗車をして残った水が蒸発したあと、アスベスト繊維だけが地面に残り、それを肺に吸い込むという可能性もあります。また、「石綿管対策の手引き」（厚生労働省発行）通りの作業をやっていない工事現状を指摘し、業者への指導の徹底も求めました。市のアスベストに対する問題意識の低さには驚かされますが、今後も徹底してアスベスト対策を求めていきます。

鉛の水道管は、昭和５６年に大規模開発され分譲されたところで配水管から給水管への接続部分に使用されているものが残っています。そして市としての対応は、漏水処理を行った際に「朝最初の水を使うとき、旅行などで長期間水道を使用しなかったときにバケツ一杯程度の水は飲料以外に使用するように」という話をしているという答弁でした。早急に鉛管の通っている地域の方々に情報公開し、日常の鉛管対策の指導を徹底するよう強く要請しました。

水道料金の統一のタイムスケジュールについても質問しましたが、「現在策定中の水道事業基本計画のなかで料金統一の時期を明確にしていく。基本計画は２０年３月頃に水道運営審議会から答申素案をもらい、パブリックコメントにかけた上でさらに審議会で議論して決めていきたい」という答弁でした。

２００８年４月　ニュースレター№33

「保育料最低額での統一」と「鉛水道管敷設替事業」が実現

昨年の6月議会で保育料の問題（ニュースレター№30参照）、12月議会では鉛水道管の問題（ニュースレター№32参照）を取り上げました。平成20年度予算のなかには、「保育料を軽減するために約１億1200万円拠出して、一市二町の最低額で統一する」「約4100万円かけて鉛製の水道管を敷設替えする新規事業を立ち上げる」ことが含まれています。少子化対策に一定配慮した予算配分や鉛水道管への迅速な対応については、市長の姿勢を評価するものです。

「笠間市教職員労働安全衛生規程」を作らせる
２００８年３月定例会　ニュースレター№33

法律に則った職員の健康や安全な職場環境を保障するのが市の責任

合併を前後して、市や社協の職員の自殺・現職死亡が起きました。また、一昨年の11月に国の「労働安全衛生法」が改正され、超勤が月に１００時間を超す労働者への医師による面接等の実施が義務づけられましたので、市や学校の安全衛生管理体制について取り上げました。笠間市には「笠間市職員安全衛生規程」はありますが、小中学校や幼稚園の教職員を対象にした「安全衛生管理規程」はありません。そこで「笠間市立小中学校幼稚園教職員安全衛生規程」をつくる必要性と、市及び教育職場の安産衛生管理の現状について質問しました。
まず、市長公室長の「公文書の持ち出しはできないので、自宅での超過勤務はないものと考えている」「超過勤務を多くやって、心身の不調により療養休暇を取得している者はいない」という過重労働が存在しないかのような答弁には驚きました。また「メンタルヘルスケアとして悩みの相談をやっている」「メンタルヘルス講座もやっている」とも答弁されましたが、「職員が来れば悩みの相談にのる」「健康診断をやっている」というだけでは「使用者責任」を果たしたことになりません。
この質問を通して、「労働安全衛生委員会」が開催されていなかったり、衛生管理者や産業医による職場巡視が行われていないなど、「笠間市職員安全衛生管理規程」が守られていないことが明らかになり、再質問で「笠間市職員安全衛生管理規程」に沿った管理をするよう求めました。

教育長からは「学校の先生という仕事の性質上勤務状況を把握するのは難しいが、時間・調査項目を含め校長会や教職員の方々と研究して、『教職員の労働時間等の調査』を実施する方向で検討したい」「笠間市独自の教職員にかかる安全衛生規程を検討していきたい」という答弁がありました。　

また４月から50名未満の事業所でも、超勤が月１００時間を超す労働者への医師による面接指導が義務付けられます。市内の小中学校もその対象となるため、教育委員会としての対策について質したところ、「産業医として校医に職員の健康を管理してもらう」「勤務時間の把握はシステムの研究が必要だが、当面各学校には出勤時間と退勤時間を書いたものがあるので、それで勤務時間を管理していく」という答弁でした。
２００９年１月　ニュースレター№36

その他にも、①学校施設の耐震化と統廃合、②教職員労働安全衛生規程、③全国学力テストの結果、について質問しましたが、紙面の都合上詳しい報告は割愛させていただきます。①小中学校の統廃合については、平成２１年度に「検討委員会」を立ち上げて、学区全般について検討することが明らかにされました。学校施設の耐震化は、その現状が「笠間市小中学校耐震診断結果」（平成20年４月現在）として「教育委員会ホームページ」に公表されました。②昨年３月議会での教育長答弁通り、「笠間市立学校教職員安全衛生規程」が平成２０年４月から施行されています。③学力テストの結果は、学校間が比較されるような公表はしないが、市の学力の現状やどういう学力が今求められているのかが市民にわかるような形を検討して、教育委員会ホームページ等で公開する旨の教育長答弁がありました。
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法律違反の「公共下水道分離ます設置の義務化」を解消
２００８年６月定例会　ニュースレター№34

上下水道部長「明確な設置基準ないまま、説明不十分に一般家庭への下水道分離ます設置を進めてきたこと」を詫びる
合併前岩間町公共下水道では、一般家庭に分離ます（家庭用の排水阻集装置）の設置が義務付けられていましたが、友部・笠間広域下水道では、義務付けられていませんでした。それが合併後住民にほとんど何も知らされずに、旧笠間市及び旧友部町エリアでも一般家庭に分離ますの設置が義務付けられるようになりました。
その経緯を聞くと「下水道施設のうちマンホール・ポンプ場において食用油の塊が見受けられるようになった。脂分が大量に流れ込むと下水管やマンホールのなかで脂の塊ができ、これによりポンプ施設の自動運転の誤作動が発生することが判明。流れの少ないところでは下水管が詰まったりした。このようなことから合併の際友部・笠間広域下水道組合と岩間町下水道課において協議を重ねた結果、施設の延命効果が期待できることから岩間町で実施していた分離ますを取り入れることで協議がまとまった」ということでした。
しかし「分離ますの定期清掃や費用負担が増えるにもかかわらず、住民へ説明されていないこと」「合併前に下水道へ接続し分離ますを設置してないところへの対応はどうするのか」「下水道条例の不備」などを指摘し、今後どう対応をしていくのか尋ねました。
「明確な設置基準がないまま、また説明が不十分ななかで進めてきたことに対しては深くお詫びを申し上げる。今後は下水道審議会等の意見をもらいながら、規則の改正を検討し、一般家庭での設置を明確にしていきたい。すでに接続している方の協力がなければよりよい効果は上がらないので、審議会などで十分検討する」ということです。
尚この問題については、石松としおだけでなく畑岡進議員も取り上げ、執行部に改善を迫っています。
2008年１０月　ニュースレター№35

「笠間市下水道接続支援事業補助金」制度が実施されます。笠間市下水道の接続率（水洗化率）が全国平均91％・茨城県平均86.7％に比べて73.6％と低いので、今後５年かけて83.6％に上げていくために行われる事業です。具体的には、一般住宅１件につき４万円、貸家・アパート等は１件につき２万円の市からの補助が、今年の４月１日に遡って実施されます。ただし、供用開始から３年以内に排水設備工事を行うことと、新築は対象外となります。また「利子全額補給の融資あっせん制度」との併用はできないので、補助額の多い方を利用されることをお勧めします。前回定例議会で分離マスの問題について取り上げましたが、分離マス設置による費用負担の軽減につながるという意味では一歩前進です。
２０１０年６月定例会　ニュースレター№42
公共下水道の分離マス設置が「義務化」から「努力義務」へ
石松としおは、平成２０年６月議会で分離マス設置の法的根拠について質問しています（ニュースレター№３４参照）。その際に、「明確な設置基準がない」「住民に十分な説明が行われずに進められている」「規則の改正が必要である」ことを指摘しました。

執行部で再検討した結果、「実証データーがない中で条例改正による設置の義務化は無理」「市民の理解を求めながら進める必要がある」と石松としおの指摘した通りになり、「義務化」の実施が停止されました。「市民の理解を得るためのきめ細かな広報活動等を実施し、分離マスを設置しているご家庭には、訪問して事情説明と意見聴取をする」と執行部は言っています。また、分離マス設置家庭と今後設置する家庭には、清掃セット（カス揚げ・ひしゃく・水きり袋・ブラシ・バケツ等）が配られます。

合併前から旧岩間町では設置が義務化されていましたが、旧友部町と旧笠間市では元々設置していませんでしたから、笠間・友部地区合わせて９１０戸の方々が半ば強制的に設置させられたことになります。石松としおは、該当家庭には納得のいく丁寧な説明をするよう求めています。
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全市へ光ファイバー網を整備

２００９年６月定例会　ニュースレター№38

全市への光ファイバー網の整備と市民への公民館パソコン施設の開放が実現

いくら立派な計画を作っても、市内に光ファイバーが利用できる環境が整備され、市民や市内企業のパソコンを使いこなせる能力が備わってなければ「宝の持ち腐れ」となってしまいます。ところが、光ファイバーによる大容量高速通信が整備されている地域は、上市原・柏井・大古山などを除く友部地区、笠間地区の中心部のみで、笠間市全世帯数の約６１％しか整備されていません。また各公民館で年に１０～１３回パソコン教室が開催（年間４５５名が受講）されていますが、セキュリティーなどの関係で一般市民には公民館のパソコン施設は開放されていませんでした。
それらについて質問で取り上げたところ、７月に国会で「地域情報通信基盤整備事業推進交付金」が採択された後、経済危機対策関連の交付金と合わせて事業費のうち９３．７％を交付金でまかなう（市の負担は７．３％）光ファイバー敷設事業を今年度中に実施する予定であることがわかりました。これにより市内全世帯に光ファイバー網が行き渡り、整備率が１００％になります。公民館のパソコン教室用の施設も「９月を目途に一般市民、サークルへの貸出制度を開始していく（ただし紛失、故障などの原因となるので、パソコン機器の施設外への貸し出しは行わない）」ということが教育次長の答弁で明らかにされました。

パブリックコメントを通して、市民から要望のあったアンケート調査の実施やパンフレットの作成については、「光ファイバー未整備地域の小中学校保護者を対象にしたアンケート調査を行う予定である」「ＩＴの利便性をＰＲし興味を持ってもらうために、出前講座などの開催や市報を通じてパソコン等でできる各種行政サービスなどについて周知を図っていきたい」という答弁でした。
２００９年９月定例会　ニュースレター№39
情報格差の解消に向け「地域情報通信基盤工事」の補正予算が可決！

―――これで笠間市全域に光ファイバー網が行き渡ります
９月１日から１７日までの会期で９月定例議会が開催されました。主要議題は、一般会計・特別会計及び各企業会計の平成２０年度決算でしたが、全て認定されました。その他の議案も可決しましたが、とりわけ石松としおが６月議会の一般質問に取り上げた「地域情報化通信基盤整備事業」予算が議決され、総事業費７億５，４９５万円で、国からの「地域情報通信基盤整備交付金」と「地域活性化・公共投資臨時交付金」を充て、市の持ち出し５，０３３万円（事業費の６．７％）の事業として今年度中に実施されます。「情報格差を強いられている岩間地区にも本当に光が通るのですか？」というメールをいただきましたが、光ファイバーを市が敷設してＮＴＴなどへ貸し出すので、市内のほぼ全家庭が光ケーブルによる通信網につながることになります。情報格差が大きく改善されます。
太陽光発電・エコキュートへの補助事業

２００９年９月定例会　ニュースレター№39

笠間市としても住宅太陽光発電等の補助制度の創設へ
「資源・エネルギーの有効利用」に関しては、国の住宅用太陽光発電補助制度の利用申請が今年の１月以降笠間市内でも21件でていることが答弁から明らかになりました。住宅用燃料電池（エネファーム）の補助制度の方は５月に始まったばかりなので、市町村別の申請数はわからないということでした。県内でも水戸市、土浦市、つくば市、神栖市、常陸大宮市、東海村で太陽光発電導入の支援をしています。笠間市としても補助金制度を設ける考えはないか質したところ、「市としての補助制度の創設に向けて進めていきたい」という前向きな答弁を得ることができました。
また『連合』や『ＪＣ』（青年会議所）が中心に取り組んでいる「エコキャップ運動」について、以前他の議員の質問に対する答弁で「ボランティア活動として取り組まれるのが望ましい」という見解が示されていましたが、市役所の庁舎や公民館などに回収ボックスを設置したり、学校などにも協力を依頼してペットボトルのキャップを集めている自治体があること、笠間市と人口が同規模の栃木市で年間60万個のキャップを集め、「ＮＰＯ法人エコキャップ推進協会」から感謝状を贈られている事実などを紹介しながら、笠間市として取り組むことを促しましたが、「市役所内でも一部職員が取り組んでいる。そういう部分についてもっと広がるように市役所も一つの事業者として対応していきたい」という曖昧な答弁に終わってしまいました。
尚、環境基本計画の「年次報告書」は、計画の実行状況について「環境基本計画推進会議」（庁内各課職員で構成）で点検・評価され、その結果を「環境審議会」「環境市民懇談会」で審議した上で「年次報告書」として10 月に公表される予定です。
【エコキャップ運動】
ペットボトルのふたを集めて、世界の子どもたちにワクチンとして届ける取り組み。世界の発展
途上国には、予防できる感染症で命を落としたり、後遺症に苦しんでいる子どもがたくさんいる。「ＮＰＯ法人エコキャップ推進協会」では、ペットボトルのキャップを外して集めて再資源化することで得た売却益で、発展途上国の子どもたちにワクチンを贈ることを提唱している。キャップ800個で１人分のポリオワクチンに相当。自治体として取り組めば、「市民に対し分別回収を促進し、環境問題への意識を促す啓発になる」「ゴミの削減、ひいてはゴミの処理経費の削減につながる」「子どもたちへの環境教育にも大きな影響がある」（自分たちと同じ世界の子どもの命を救うというイメージしやすい目標を持つことによって身近に感じ、取り組みやすくなる）「環境立市として全国にアピールできる」というメリットがある。
２０１０年３月定例会　ニュースレター№41

３月定例議会（３月２～19日）で決まった「笠間市平成22年度予算」は、政権交代の影響もあってか、地方交付税が前年度に比べて７億2,000万円（14.4％）も増えることになりました。予算の詳しい内容は『わかりやすい笠間の予算』（平成22年度版）が発行されますので、そちらをご覧いただければと思います。
石松としおが議会で取り上げた―①放課後児童クラブの保育時間延長（ニュースレター№29、№33）、②ファミリ―サポート事業（ニュースレター№26）、③太陽光発電・エコキュート助成事業（ニュースレター№40）が新年度予算で実現します。その他にも、児童館建設の検討委員会設置（建設場所や施設内容の検討が始まる）、高齢者の人間ドック助成事業（後期高齢者医療制度でなくなった人間ドックへの助成が復活）、旧友部町地区の米飯給食への補助（友部地区小中学校の給食費値下げ）、市立病院への繰り入れ増（在宅訪問診療・休日夜間救急の実施）、小６までの医療費自己負担助成事業（小学校６年生まで医療費無料化）等々も実現します。
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石松としお４年間の成績表
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